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2020改革の振り返り

「2020改革プラン」（2018年3月30日）から抜粋

■ 改革の基本理念
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2020改革の振り返り

「2020改革プラン」（2018年3月30日）から抜粋

■ ３つの改革手法

2020改革は、「都民ファースト」「情報公開」「賢い支出（ワイズ・スペンディグ）」の
改革の３原則のもと、「しごと改革」「見える化改革」「仕組み改革」の三つの手法で取組を
推進
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2020改革の振り返り

■ しごと改革

「職員」や「職場」のレベルから、職員の意識や行動、仕事の進め方、能力開発の在り方など、
都庁の「しごと」を見直すことにより、意識改革、働き方改革、業務改革に取り組み、
都庁の生産性向上と職員のライフ・ワーク・バランスの実現を目指す改革

しごと改革の主な取組｜３つのレス

業務改革の象徴として、はんこレス、ペーパーレス、キャッシュレスを推進

はんこレス

• 総起案件数の過半数を占める課長決定事案の電子決定の徹底（2018年度）

• 電子決定徹底の対象範囲を局長・部長の決定事案及び契約・支出関係事案にも拡大（2019年度）

都政改革アドバイザリー会議
（2019年11月29日）
資料から抜粋
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2020改革の振り返り

ペーパーレス

• コピー用紙の使用量を削減（2018年度: △11.0%（2016年度比））

→ 2020年度削減目標を上乗せ（20％→30％）

• 幹部（局長、部長等）への説明の原則ペーパーレス化など、ペーパーレス会議の実施を推進

→ 2019年度上期、ペーパーレス会議実施率56.6％

• 本庁舎無線LAN整備などICT環境を充実

＜コピー用紙使用量の推移＞

都政改革アドバイザリー会議
（2019年11月29日）
資料（一部改変）
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2020改革の振り返り

キャッシュレス

• 職員への旅費支給のキャッシュレス化を完了（2019年度）

• 文化施設や都立庭園等主要施設へのキャッシュレス決済を順次導入

• QRコード決済の実証実験を開始（恩賜上野動物園（2019年11月～））

＜都施設のキャッシュレス状況＞

都政改革アドバイザリー会議
（2019年11月29日）
資料（一部改変）
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2020改革の振り返り

しごと改革の主な取組｜働き方改革

柔軟な働き方の実現

女性の活躍推進

• 2017年4月に在宅勤務型テレワークの試行を開始し、規模を順次拡大。「都庁テレワーク・デイズ
2019」では延べ約14,900人が実施

• 常設サテライトオフィス（２カ所）を開設（2018年７月）

• フレックスタイム制を本庁職場に本格導入（2018年4月）

• 2019年７～８月のオリンピック・パラリンピック開催期間に相当するスムーズビズ集中取組期間に
あわせ、都庁完全オフピーク通勤等の実施に伴い、フレックスタイム制の積極活用を推進。2019年
４月～８月で、延べ3,371人が利用

都政改革アドバイザリー会議（2019年11月29日）資料から抜粋

• 行政系の管理職に占める女性
の割合は徐々に上昇し、
2019年4月は20％に到達
（2025年度目標｜25％）

• 男性職員の育児休業取得率は
10.6％（2018年度実績）で、
2015年度と比較して4.7pt
上昇
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2020改革の振り返り

■ 見える化改革

各局等の主要事業について、適正な予算・人員・サービス水準となっているか、他により有効な
政策がないかといった観点から分析・評価することにより、その実態と課題の「見える化」を
図り、各局等による局事業の自律的かつ総合的な見直しにつなげていく改革

▸ 全事業ユニットの点検・評価を実施するとともに、改革の方向性に基づく取組を推進
▸ 見える化改革による手法を活用した政策評価を実施

＜事業ユニット一覧＞
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事業ユニット名 担当局 事業ユニット名 担当局 事業ユニット名 担当局

青少年・治安対策 青少年・治安対策本部 省エネルギー・温暖化対策 環境局 道路・街路整備事業 建設局

人権啓発 総務局 環境改善 道路管理事業

区市町村 自然環境の保全・利用 河川事業

防災・災害応急対策 資源循環・廃棄物対策 公園・霊園事業

公立大学法人首都大学東京 子供・家庭施策 福祉保健局 臨海地域開発 港湾局

都有施設建築・保全 財務局 高齢者施策 東京港整備・管理

税務行政 主税局 障害者施策 海岸保全施設

男女平等参画 生活文化局 生活福祉施策 島しょ等港湾・漁港・空港・海岸

消費生活対策 保健・医療施策 視察船事業

文化施設 健康安全施策 会計管理事務 会計管理局

私立学校振興 福祉人材の養成・確保 学校運営・支援 教育庁

共助・共生社会づくり 病院事業 病院経営本部 社会教育・生涯学習

スポーツ振興 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局 中小企業支援 産業労働局 救急活動 東京消防庁

防災まちづくり 都市整備局 観光産業の振興 消防

交通政策 農林水産業対策 バス、都電、日暮里・舎人ライナー 交通局

建築指導 雇用就業対策 地下鉄

住宅施策 既設市場の運営・整備 中央卸売市場 発電

都営住宅建設・管理 水道 水道局

土地区画整理・市街地再開発 工業用水道

下水道事業 下水道局

職員の採用試験・選考 人事委員会事務局

監査 監査事務局

事業ユニット一覧
（2019年3月末時点）



2020改革の振り返り

見える化改革の事例｜工業用水道

• 平成30年第三回都議会定例会において、
「東京都工業用水道条例を廃止する等
の条例」が可決し、2022年度末で
事業廃止することが決定

• 支援計画に沿って利用者への支援を
きめ細かく推進

• 広範な給水区域にユーザーが点在しており、
効率的な事業運営が困難な構造。ユーザー
件数の減少等により、契約水量が大幅に低下。
需要は、今後も減少の見通し

• 施設の統廃合や職員数の削減など様々な経営
努力に取り組むも、厳しい経営状況

• 事業開始から50年以上が経過し、施設の
延命化による対策は限界

改革前 分析を踏まえた見直し

＜料金収入、損益収支の推移（一般会計補助金除く。）＞
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2020改革の振り返り

見える化改革の事例｜学校運営・支援

年度 小学校 中・高 特支

2014 4.1 9.4 4.9

2019 1.8 4.5 2.9

小
学
校

中
学
校

高

校

特

支

都
本
庁

民

間

省

庁

70 96 46 51 22 16 29

(倍)

(時間/月)

＜東京学校支援機構の機能＞
・多様な外部人材を安定的に確保する機能
・教員サポート機能
・学校の事務センター機能

• 「教員の負担軽減」と「教育の質の向上」の
両立を図るため、都内公立学校を多角的に
支援する全国初の新たな財団法人、東京学校
支援機構（TEPRO）を2019年７月に設立

• 2020年度からの業務開始に向け、関係団体
との連携や機構職員の確保、システムや業務
手順の構築などを準備

• 教員の過重労働が深刻。教育の質の
低下を招きかねない危機的状況

• 学校がブラック職場視され、教員採用
選考の受験倍率も低下

• 学校教育には多様な人材が必要だが、
確保が困難

• 豊富な経験やスキルをもつ地域人材等
の活用が不十分

改革前 分析を踏まえた見直し

＜超過勤務相当時間数＞

＜教員採用選考倍率＞
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東京都
教育委員会

指導･助言
支援

区市町村
教育委員会

指導･助言

東京学校支援機構のサポート

区市町村立
学校

都立学校

指導･助言



税金がどのように使われ
ているのか分かりにくい

開示請求手続が煩雑

年間約70万件に及ぶ公金支出情報を公開

インターネットで、公文書情報（電子
データ）を無料で検索・取得可能に

公文書の閲覧が有料
（1枚10円）

公文書閲覧手数料を無料化

（2017年7月～）

公文書閲覧の
無料化

積極的な
情報公開

公文書管理
の適正化

意思決定に至る過程が、
文書として明確に残って
いない

事案の決定に至るまでの過程を文書に
よって記録することを義務付け

2020改革の振り返り

■ 仕組み改革

「しごと改革」及び「見える化改革」から見いだされた成果や課題を基に、全庁的な「制度」や
「仕組み」の改革を進めるとともに、ICTの利活用や監理団体等を含めた執行体制の強化などに
取り組む改革

仕組み改革の主な取組｜情報公開

黒塗りばかりの、のり弁
のような開示資料

原則開示を徹底し、個人情報という
梅干し以外は公開される日の丸弁当に

非開示を
最小限に
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仕組み改革の主な取組｜財政マネジメント改革

2020改革の振り返り

生活や現場に根差した
発想を直接提案して
もらう機会は不十分

東京に集積する大学の知
を、十分に活用できて
いない

予算編成過程で住民が直接事業提案
する制度を都道府県で初めて導入

⇒ 248件の提案から9件を選定
（2019年度予算）

大学研究者からの提案を基に、
研究者・大学と連携して事業を創出
する仕組みを導入

⇒ 109件の提案から7件を選定
（2019年度予算）

都民や
大学研究者
の提案を
活かした

予算づくり

長年にわたって
いわゆる「政党復活
予算」が存在

ホームページで公表して
いたのは、予算の要求
状況のみ

知事が各種団体や区市町村からの
意見・要望を直接伺う機会を新たに
設定

都議会各会派からの予算要望を公開
するとともに、いわゆる政党復活予算
の仕組みは廃止

査定の結果をHPで公表

予算編成過程
の透明化
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仕組み改革の主な取組｜財政マネジメント改革

2020改革の振り返り

事業評価の手法一覧及び公表件数

大田都税事務所改築工事（2018年度予算）
【エビデンス・ベースによる検証】

▷ 課題

 大田都税事務所は、老朽化に伴い施設改築が必要。しかし、単独で
現地改築を行うと容積率に余剰が発生。有効活用の検討が必要

 都税事務所周辺区有施設についても、老朽化等を踏まえ施設の
複合化を検討

▷ 対応

 大田区と連携し、区施設との合築による改築を行い、容積率を最大
限活用。効率的な整備や行政機能の集約化による住民サービス向上

 他自治体等との事例比較の結果、計画時点での事業費に妥当性あり。
今後の費用増加に留意しつつ整備を推進

▷ 課題

 「24時間365日税務相談を実施してほしい」というニーズがあり、
ICT活用による社会変革を進める機運が高まる中、税務行政に
おいても十分に活用し、納税者の利便性の向上を図っていく必要

▷ 対応

 24時間365日税務相談の実現に向けて、AI技術を活用した
チャットボットによる税務相談機能を構築（2020年度運用開始）

 AIチャットボットの導入により、手軽に問合せが可能となるととも
に、検索時間を削減。納税者の情報アクセシビリティを向上

評価の種類

公表件数

2017
年度

2018
年度

2019
年度

事後検証による評価 426 594 662

自律的経費評価 247 369 425

情報システム関係評価 30 29 26

監理団体への支出評価 41 41 42

報告団体への支出評価 7 6 5

執行体制の見直しを
伴う事業評価

1 1 2

監査結果に基づき
見直しを図る事業評価

5 9 3

複数年度契約の活用を
図る事業評価

20 19 23

エビデンス・ベースに
よる評価

14 18 20

自律改革に基づく
事業評価

100

合計
（重複事業を除く）

890 1,086 1,208

AIチャットボットサービス環境構築委託（2019年度予算）
【コスト・ベネフィットの視点を踏まえた検証】
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仕組み改革の主な取組｜政策連携団体改革

2020改革の振り返り

2018年１月の都政改革本部会議で示した『政策連携団体（監理団体）改革の実施方針』に基づき、
三つの切り口により改革を推進

2018年1月31日 都政改革本部会議（第14回）資料（一部改変）
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団体の役割の再整理

2020改革の振り返り

団体との関係性等の再整理

都

都庁グループ

都
監理団体 報告団体

見
直
し
前

見
直
し
後

関連性が高い団体との連携を強化

都政との関連性が高い出資等団体

政策連携団体 事業協力団体

都が関与すべき団体について再整理を行い、一定の基準を満たす団体を「事業協力団体」、その中でも
特に都政との関連性が高い団体を「東京都政策連携団体」と定義

所管局が、団体の今後の役割や担うべき業務領域を、「役割の高度化」、「新たなミッションの付与」、
「『官・団・民』の役割分担の見直し」の視点から再整理し、「東京都政策連携団体活用戦略」を策定

＜３つの策定視点＞
① 役割の高度化｜団体が専門性を発揮し、都に対する政策の企画・立案など、より高度な領域で活躍
② 新たなミッションの付与｜都の新規事業の実施等にあたり、団体に新たなミッションを付与する

とともに活用領域を拡大
③ 官・団・民の役割分担の見直し｜「官・団・民」の役割分担を踏まえ、定型業務の民間事業者への

業務移管を図るなど、団体の既存活用策を見直し
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 災害時、水道の漏水箇所を職員が現地調査等に

より把握するには限界があるため、Twitterに

より都民から漏水情報の提供を受ける仕組みを

構築し、漏水箇所及び規模をいち早く特定して、

復旧を迅速化（水道局）

 若年層に税の仕組みをわかりやすく伝えるため、

大学生や税務署の若手職員も交えて

ディスカッションを行い、

リーフレット「二十歳（おとな）の税金」を

作成し、成人式等で配布（主税局）

2020改革の振り返り

■ 自律改革

現行の政策、事務事業、仕事の進め方等を、各局等が自律的に見直す自律改革を推進

2016年度からの2018年度までの累計で、合計786件の取組を実施

若手職員の意見を施策形成・業務運営に反映させる仕組みを構築し、業務改善や政策案の
取組を強化

取組事例
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行政運営に大きな影響を及ぼす変化・変革

「未来の東京」戦略ビジョンから抜粋
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行政運営に大きな影響を及ぼす変化・変革
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「未来の東京」戦略ビジョンから抜粋



行政運営に大きな影響を及ぼす変化・変革
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「未来の東京」戦略ビジョンから抜粋



行政運営に大きな影響を及ぼす変化・変革
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「未来の東京」戦略ビジョンから抜粋



行政運営に大きな影響を及ぼす変化・変革
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「未来の東京」戦略ビジョンから抜粋



行政運営に大きな影響を及ぼす変化・変革
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「未来の東京」戦略ビジョンから抜粋



e-Governance

- 99％の公共サービス（結婚、離婚、不動

産売買以外の全サービス）がオンライン化
され、24時間・365日利用可能

- 税申告の95%がオンライン
（所要時間3分）

➡2020年までに完全自動化予定

- 会社設立の99％がオンライン
（所要時間３時間。最短18分）

エストニア

（情報連携基盤“X-Road”のイメージ）

海外諸都市の取組事例

e-Education

- 幼児教育からプログラミングを体験

- 初等教育からロボット工学とプログラミ
ングを学ぶ（義務ではなく、各学校の判断）

- 2020年までにデジタル教材のみに
（全ての学校にインターネット接続環境を
整備（1996年～））

63

e-Estonia showroomにおける調査結果より東京都作成



デンマーク

Borger.dk（市民ポータル）

- 利用者の視点を重視したマイページ機能
４つのテーマ（My Home／My Children／My Pension／My Money）と18種類の
コンテンツ（子ども、家族、仕事、家、年金など）が設定され、市民一人ひとりの
ニーズに応じたオンライン・セルフサービスを提供

- ワンストップサービスの実現
例えば、国内の転居届は、マイページにログインし一覧の自己申請手続から「引越」を
選択すると、新旧各自治体へ転入・転出届を出す必要なく、公共サービス手続が可能

海外諸都市の取組事例
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シンガポール

- デジタル共通基盤（Singapore Government Technology Stack）を
「GovTech（政府技術省）」で整備・運用

- 各省庁は「クラウド環境」「認証ID」「API」「アプリ分析機能」など
共通基盤、共通サービスを利用し、アジャイルに、国民向けサービス
（Web、モバイルアプリ）の提供が可能

＜主な個人向けサービス＞

Health Hub
健康関連情報をワンストップで確認できるサービス
更にSingPassを利用することで、国立病院の予約、支払、
家族の医療記録確認など、パーソナライズされたサービスを
享受できる。

My Transport SG
交通情報を集約したアプリ
バス・MRT※のリアルタイムの到着予定時刻・混雑状況や、
近くの駐車場・駐輪場の混雑状況などを確認可能

※ Mass Rapid Transit｜シンガポールの鉄道・地下鉄

海外諸都市の取組事例
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（様々な苦情や申し入れがスマホで可能）

蓄積したデータを分析することで、
地域・時間ごとの傾向、課題を明らかにできる

アメリカ（ニューヨーク市）

NYC311

- 非緊急の問合せや要望、苦情について、311にTELすることでワンストップ
で受付・対応

- スマートフォンアプリやTwitter、
Facebookにも対応
（テキストメッセージによる市担当者への
相談も可能）

- 311で受け付けた内容はオープン
データであり、市長へもレポート

海外諸都市の取組事例

66ニューヨーク市HPより東京都作成ニューヨーク市HPより東京都作成



職員が日頃の業務や現在のICT環境で感じている課題等を抽出するほか、
2040年代・2030年の仕事のあるべき姿を問い、改革の方向性や具体的な
取組の検討に繋げていくため、職員アンケートを実施

※ 対象は、都立学校教員、区市町村立学校教職員、東京消防庁・警視庁職員を除く全庁の個人メールアドレスを保有する職員（34,835人）

職員アンケートの結果

実施期間│2019年10月８日（火）～18日（金）
回答者数│2,102名

＜Q１＞
職務遂行上、無駄ではないかなど、課題を感じている業務は？

＜Ｑ２＞
ICT環境について、使いづらい、もっと活用すべきと感じていることは？

＜Ｑ３＞
2040年代・2030年に、現在の担当業務がどのようになっているべきか？
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• テレワークや時差通勤が浸透し、職員が同じ空間で職務に当たる現在の勤務スタイルは
過去のものになっている。

• 都民が、自宅でソファに座って行政手続をすることができる状態になっている。
国、東京都、区市町村で一体的なシステムを運用し、手続が全て電子化、簡略化
されている。

※ 文意を損なわない範囲で一部表記を改めています

職員アンケートの結果

Ｑ１ 課題を感じている業務 Ｑ２ ICT環境についての課題

Ｑ３ 2040年代・2030年代の業務イメージ（例）

＜回答の多かった業務分野＞

人事・労務

予算・財務

企画・調整

都民・顧客サービス

19％

12％

8％

7％

TAIMS端末（処理速度等）

業務システム（人事、財務、文書等）

通信環境（通信速度、無線化等）

メール容量

AI・RPAの導入

その他（ビデオ会議、BYOD※等）

27％

21％

10％

10％

9%

22%
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※ Bring Your Own Device｜私物の情報端末などを職場に
持ち込み、業務で利用すること。

※ 小数点以下四捨五入のため、合計は100％とならない。


